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二 中国の政府情報公開に関するこれまでの状況と問題点   
1 中国の政府情報公開に関するこれまでの取組み   
政府情報公開条例専門家草案の作成に参加した張明傑は．中国の政府情報公開に関する  
（い 総務省「情報公開法の制度運営に関する検討会」が，2005年3月29日に報告書をまと   
めている。行政管理研究センター編『情報公開制度改善のポイント』（ぎょうせい，2006   
年）22頁以下。同報告書は総務省ウェブサイトにも掲載されている。http：′／′ノノ   
www．soumu．go．jp／s－neWS／2005／050329J．html（アクセス20CI8年4月8E］）  
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r2）張明傑『開放的政府・－政府倍息公開法律制度研究』（中青年法学文庫，2003年）196   
頁  
（3）中国の行政区画は，①省・自治は・直轄巾〔か自治州・県・自治県 ③郷・民族郷・   
鎮 の二つのクラスに分けられていて，郷・民族郷・鎮が最も基層政権となる。郷・民   
族郷・鋲には人民政府が置かれている（木胤止道・鈴木賢・高見沢磨『現代中国法入門   
（第2版）』（有斐閻，2000年）70日，78頁）。  
∂β   
同 法（58－1）138   



















（2）公開対象となる政府情報の範囲が確定していない。   








（3）情報公開の明確な手続がない。   
現在実施している政府情報の公開は，政府が決定するものであり，多くは法令，行政執  二  
務手鑑法執行の規則など一般的な情報である。政府情報公開を申請する手続が定められ 八  
（4）「北京大学法律情報ネット」での検索による。http二／／vip．chinalawinfo．com／   
newlaw2002／1ar／（アクセス2008年4月6日） 広州市及び上海直の政府情報公開規定   
の概要については，上溝耕生「中国の情報公開制壕」季幸田電報公開・個人情報保護17号   
（2005年）38頁参照。  
（5）張明傑・前掲柱（2）202貫  
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1 情報公開法制定の必要性  
周漢華編『政府情報公開条例尊家建議稿」」では，情報公開制度導入の必要性について，  
次の8点を挙げている㈲。以下その概要を紹介するし  
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（4J政府情報の公開は．WTOからの政府の透明性に対する基本的要求である。   
WTOの目標である多角的貿易体制の確立のたれ WTOのほとんどすべての法的文書  
には政府の透明性を確保するという原則が規定されている。その内容は，主に次の三点に  
まとめられる。   
第一に，政府の貿易に関する法律制度は．透明性と公開性の原則を貫徹することを要求  
している。   
第二に，政府は貿易に関する政府情報をできるだけ公表することを要求している。   
第三に，WTOに貿易政策審査機能を設立し，政府の透明性と公開性を保持し，促進す  
る。  
















（7）政府情報の公開は，社会の安定を維持するのに役立つ。   
政府情報の公開は，次の二つの面で社会の安定を維持するのに役立つ。第一に，共産党  
と民衆との関係及び政府幹部と民衆との関係を強化することである。地方政府機関の 一部  
（7）中華人民共和国憲法の日本語訳は，樋口陽一・吉田善明編『世界憲法集（第4版）』   
（三省堂，2001年）によった。  
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2 政府情報公開条例専門家建議稿の概要   
政府情報公開条例専門家建議稿（以下「建議稿」という。）は．次の7辛から成る。第1  
章総則，第2専政府情報公開♂）手続，第3章政府情報公開の例外，第4専政府情報公開の  
保障措嵐 第5章救済，節6章法律責任，第7章附則である。主要な内容は，次のとおり  
である㈲√J  




（2）適用範囲   
臼然人，法人又はその他の組織は，政府情報を獲得する権利を有する（第2条ト   
条例が適糊される政府機関は，行政機関及び法律・法規により行政管理権限を与えられ，  
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（」 政府機関の設敵 組織，職務及びその根拠  
（二）決定を行う際の根拠となる政策．規則等の文書  
（ニコ 制定Lた規範性を有する■文書及び公共利益にかかわる一般的決定   
個 手続規則   
伍）保有する政府情報の種類についての一般的説明  








（」 国家秘密保護法に基づき，国家秘密と確定されている情報   
亡）他の法律により明確に非公開と規定されている情報  
（ヨ 公衆と無関係の純粋に糠関内部の人事規則と事務  
（凹）企業の商業秘密又は非公開を条件に企業が政府機関に提供したその他の情報  
（和 公開すると個人を特定できる個人情郁。ただし，次のいずれかに該当する場合を  




4．個人情報記録の本人が公開に同意しているもの   
周 政府機関の政策決定過程において，政府機関の聞苦しくは政府機関の内部におけ  
る研究，建議，討論又は審議の情報であって，公開すると政策決定過程に影響を与  
え，又は公衆に混乱を与えるおそれがあるもの。   
ぐu 刑事司法に関する情報で，公開すると犯罪捜査．公訴提起，裁判若しくは刑罰の  
執行に影響を与え，又は被告人の公－、】三な裁判を受ける権利に影響を与えるおそれが  
あるもの。  
（5）政肝情報公開の保障措置   
ア 本条例施行後2年以内に．各政府轢関は公衆に当該機関の政府情報登録簿を提供  
しなければならない（第24条節2項）。   
イ 各政府機関は，その機関の主席情報官を任命しなければならない。  
主席情報官は，本条例に規定するもののほか，次の職責を有する。  
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匝）から（六）略 （第25条）  
り 県級以上の各級人民政府は，情報委員会を設置する。情報委員会は，専門家委員  
と同級人民政府の各部門の主席情報宮で構成する（第27条第1項）。  
（6）政  済   
ア 自然人，法人又はその他の組織は．政府機関の具体的行政行為が本条例に違反す  
ると考えるときは，行政不服審査法に基づき不服を申し軋 又は同級人民政府の情  
報委員会に訴えをすることができる（第29条第1項）。  
イ 情報委員会が訴えを受理したときは，諮問審杏会を設置しなければならない。諮  
問審査会は奇数の委員で構成し．専門家委員はそのうち3分の1を下回ってはなら  
ない。諮問審査会は過半数の賛成で諮問に対する意見を決定する（第31条）。  
り 申請人は，行政不服審査の決定に不服があるときは，行政訴訟を提起することが  
できる（第34条）。  
エ 申請人は，諮問審査会の諮問に対する意見に不服があるときは，行政不服審杏法  
に基づき不服を申し出，又は行政訴訟を提起することができる（第35条）。  
（7）法律責任  













3 「条例」という形式を採った理由   
専門家が提案している「条例」という形式は，立法機関である全国人民代表大会又は全  
国人民代表大会常務委員会が制定する「法律」でなく．国務院の制定する行政法規である。  
r・／   
同 法（5B－1）132   
建議稿の説明によると，次の理由から．「条例」という形式で定めることを提案したとい  
う（9）。  
（1）「条例」で規定できる事項   
中国では，「立法法」第8条の規定により，法緒を別売しなければならないとされる次の  
10の事項以外は，行政法規により規定することができるL）   
（」 国家主権に関する事項   
（コ 各級人民代表大会，人民政府，人民法院及び人民検察院の設置，組織及び職務権限   
（コ 民族区域自治制度．特別行政区制度，基層群衆自治制度   
（四）犯罪及び刑罰  
風 公民に対する政治的権利の剥奪，人身の自由を制限する強制措置及び処罰  
栂 非国有財産に対する徴収  
叱）民事基本制蛙  
㈹ 基本的経済制度及び財政，税の徴収，税関．金融及び貿易の基本的制度  
㈹ 訴訟及び仲裁制度  
㈹ 全国人民代表大会及びその常務委員会の制定する法律によらなければならないそ  
の他の事項   
したがって，政府情報公開条例が上述トうから什）のl月容のわたるものを規定しなければ，  
法律上の障害ほない。  
（2）現実の必要性   
情報公開法を制定することと情報公開条例を制定することを比較すると，それぞれに利  







任を規定することができる。このように，一情報公開制度を推進する上で利点がある。   
これに対し，情報公開条例を制定することの利点は，次の点である。（む時間のかかる法  
律制定に比べ，行政法規の形式であれば迅速に利彦を確立でき，統一的政府情報公開法規  
を作るという切迫した必要性を満たすことができる。②庫匝の憲法・立法法及び行政訴訟   





乃   







四 政府情報公開条例と専門家建議稿の比較  
2007年4月5日に国務院が別売した政府情報公開条例（以下「公開条例」という。）‖】〕と  
ZOO3隼の建議偏を比較すると，主な違いは次のようなところである。  



















（11）公開条例の訳文は，山本賢二「（資料）I「】華人民共和国政府情報公開条例」現代中国事   
情14号（2007年）78頁を参照し，一部は筆■者の訳によった。  
（12）周藻草主編・前掲注（6）48頁  
凋 中華人民共和国憲法第33条は，「すべての中華人民共和国国籍をもつ者は，中華人民共   
和国公民である。」と規定している√〕  
花   
同 法（58－1）130   
手続の規定においては．申請書に理由の記述を含めていない（第20条）ので，申請理由に  
より公開がどのように制限されるかは，実際び）運用を見ないとわからない。  
3 情報公開の対象となる棟関   









4 士体的公開の対象   
公開条例第9条では，次のように規定している。   
「行政棟開は，次の基本的要求の一一つに該当する政府情報を主体的に公開すべきものと  
する。  
（」 公民．法人又はその他の組織の切実な利益にかかわるもの。  
（コ 社会公衆が幅広く知るあるいは参与する必要があるもの。  
（ヨ 当該行政機関の組織の設置，職能，事務手続等の状況を反映するもの。   






5 非公開とされる情報   
公開条例では，情報の非公開について，次のように規定している。   
「行政機関が政府情報を公開することにより．国家の安全，公共の安全，経済の安全及  




が判断したものは，公開することができるレ」（第14条第4項）   
「行政機関は，政府情報公開の前に，『中華人民共和国国家秘密保護法』及びその他の法  
77   
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律，法規及び国の関係税先に基づき公開しようとする政府情報の審査をしなければならな  
い。」（第14条第2項）   
建議稿では，「政府情報は原則として公開し，非公開は例外である。」（第2条）とし，非  
公開情報について具体的に規定していた（第19条）。   
これに対し，公開条例では，「国家秘密，商業秘密及び個人のプライバシーに関する情  
報」の三つの事項を非公開としている。   
第一に，「国家秘密」t14リニついては，1988年に訓走された『中華人民共和国国家秘密保護  
法』で，次のように定義されている。   
「国家秘密は，国家の安全と利益に関する事項で，法の定める手続で確定され，一定の  
時間内に限られた・一定範囲の人にのみ知られているものをいう。」（同法第2条）   
「国家秘熱ま，本法第2条の規定に該当する次に掲げる秘密事項を含む。  
（」 国家事務の重大な政策決定のうちの秘密事項   
tコ 国防建設と軍事力の活動のうちの秘密事項   
rヨ 外交及び対外的活動のうちの秘密事項並びに対外的に秘密保持の義務を負っている  
事項  




（第8条第1項）   







新聞2008年4月11ロ夕刊）。   
このように，実際の運用は固まっていないところが多いようである。   
第二に，「商業秘密」にどのような事項が含まれるかについては，公開条例では規定して  
いない。建議稿の説明によると，「商業秘密」は次のようなものとしている‖5）。   
「企業の商業秘据の範囲及びその決定手続は商業秘密保護法の規定に基づき定めるべき  
ものであるが，そのような法の削定前は，関係法規及び規章の規定により判断すべきであ  
（14）中華人民共和国憲法第53条は．「中華人民共和国公民は，憲法及び法律を遵守し，国家   
の機密を守り， ‥‥社会の公徳を尊重しかナればならない。」と規定する。  
（15）周漢華主編・前掲注r6）116頁  
7β   




相応の秘密保護措置をとって保護していることも要件である。」   
公開条例では，「商業秘密」の範囲については，運用や判例の積み重ねで明らかにしてい  









6 救  済   
公開条例では．次のように規定している。   
「公民，法人又はその他の組織は，行政機関が法による政府情報公開義務を履行してい  
ないと考えるときは，上級行政機関，監察機関又は政府情報公開主管部門に通報すること  
ができる。通報を受けた機関は，調査処理しなければならない。」（∵第33条第1項）   
「公民，法人又はその他の細線は．行政機関が法による政府情報公開事務における具体  
的行政行為が．その合法的権利利益を侵害していると考えるときは．法に基づき行政不服  





みを設けていないく，これについて，建議稿の説明では次のように説明している（16）。   
各国の情報公開法に規定している放済方法は，主として決め五つの類型がある。①行政  
不服審査 ②独立の情報委員会（訪独立の情報専門官 ④情報裁判所（む行政訴訟であ  
る。現行の行政紛争の解決手段として，行政不服審査及び行政訴訟があり．これらの救済  二  
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五 中国の公開条例と日本の情報公開法と比較しての特徴と問題点  





ることを保障 ¢）政府の活動の透明度を向上 ③法に基づく行政 ④人民大衆の生産，生  






















毛  中国において，情報公開制度の経験を蕃積し，外国人又は外国の雑織についても申請を  
（17て上揃耕生・前掲注（4）39頁は，「もっとも，中国の憲法学上，‾知る権利」の概念が明確   
にされているわけではない。また，中指における言論・表硯の自由の保障状況には依然   
として批判すべき多くの問題があり，「知る権利」の実質的保障には疑わしいものがあろ   
う。」と述べている。  
（鳩 周漢華主編・前掲注（6）49頁■  
ββ   
開 法（58－1）126  
認めることを期待したい。  
3 公開する政府情報の正確性   

























規定されているような情報は公表されていやぐノ   
5 政†軒情報を公開しない場合についての規定   
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開 法（5811）124  
第四に，非公開とされる情報の範巨削こついての規定が，広範囲の情報を非公開とするこ  
とができるような→般的な規定となっている。また，情報公開に当たって．政府情報が改  
ざんされることを認めることとなるおそれがある規定を置いている。   
また，制定された「政肘情報公開条例」が規定のとおり実施されるかどうかについても，  












あるとはいえ，政府情報公開条例が制定されたことの意義は小さくないと思われる。   
日本においては，情報公開制度が政府において課題とLて認識されるようになったのは，  
1976年のロッキード事件の頃以後のことであるが，さらに地方自治体の情報公開条例で十  
数年の経験を経て，ようやく1999年に立法化された。、   
中国においては，様々な法分野で暫定的な法令で実施の経験を積み重ねた後，正式の立  
法がなされる例が多くある。情報公開も，今後実施の経験を積み重ねた後，民主主義の基  
礎となり，国民のための行政を確立する立法がなされることを期待したい。   
中国の「政府情報公開条例」の意義，課題等全体的な分析，評価については，今後の連  
用状況を分析し，また，中国の行政の宴艶 知る権利等の人権状況も踏まえ総合的に考察  
しなければならないが．今後の課題としたい。  





・中華人民共和国政府信息公開条例   
http：／／www．gov．cn／zwgk／200704／24／contenし592937htm  
銅 佐藤幸治「行政改革と「この国のかたち」」京都大学法学部有信会誌40号10頁（1998   
年）  
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